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Ａ

Ｂ1

交付対象経費

（単位：千円）

国のR7補正予算分

（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

（単位：千円）

その他

（一般財源や補助対象外経費等）

（単位：千円）

総事業費に係る

事務費

（単位：千円）

合計  462,834  462,163  462,163 671 

1  -  -

2 R7_補正 推奨事業 ○ ○ エネルギー価格高騰をはじめとする物価高騰の影響を受ける防犯推進委員協議会を支援するため。 ○ 防犯推進委員協議会支援事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ④消費下支え等を通じた生活者支援  840  300  300  540  -

①エネルギー価格高騰をはじめとする物価高騰の影響を受ける防犯推進委員協議会を支援するため、補助金を支給するもの。

②地域の防犯対策強化の取組を支援するための補助金

③補助金300,000円（通常分540,000円+上乗せ分300,000円）

④防犯推進協議会（1団体）

○ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3 防犯推進委員協議会へ300,000円を補助することで地域の防犯対策強化の取組を支援する。 明記予定（HP) ホームページ 防犯対策 R8当初（地）

3 R7_補正 推奨事業 ○ ○ エネルギー価格高騰をはじめとする物価高騰の影響を受ける自主防災組織の持続可能な運営を支援するため。 ○ 自主防災組織支援事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ④消費下支え等を通じた生活者支援  1,000  1,000  1,000  -  -

①エネルギー価格高騰をはじめとする物価高騰の影響を受ける自主防災組織の持続可能な運営を支援するため、自主防災組織に対して助成するもの。

②共助の中核となる自主防災組織の持続可能な運営を支援するための給付金

③給付金1,000,000円（1団体あたり100,000円×10団体）

④自主防災組織（10団体）

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3 自主防災組織へ1,000,000円（100,000円×10団体）の給付金を支給することで持続可能な運営を支援する。 明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

4 R7_補正 推奨事業 ○ ○ 物価高騰の影響を受ける市民の負担軽減のため。 ○ 水道料金及び下水道使用料減免事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ④消費下支え等を通じた生活者支援  148,000  148,000  148,000  -  8,682

①物価高騰の影響を受ける市民の負担軽減のため、水道料金2期4か月分の基本料金の1/2減免及び下水道使用料1期2か月分の基本使用料の1/2減免を行うもの。（実施時期は令和8年度1期～3期を想定）

②水道事業会計繰出金（水道使用料2期4か月分の基本料金の減免及び減免内容について市民への周知、料金システム改修に要する経費）及び公共下水道事業会計繰出金（下水道使用料1期2か月分の基本使用料の減免及び減免内容について市

民への周知、料金システム改修に要する経費）

③1. 水道料金の減免額

　令和8年度第1期及び第2期の基本料金（税抜額）の1/2

　96,793,000円※公的機関除く

2. 下水道使用料の減免額

　令和8年度3期の基本使用料（税抜額）の1/2

　42,525,000円※公的機関除く

3. 周知チラシ配付に係る経費　6,438,000円

4. 料金システム改修費用　2,244,000円

計　148,000,000円

④市民等の利用者

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.5 R8.10
市内29,785件の水道料金2期4か月分の基本料金の減免及び市内27,681件の下水道使用料1期2か月分の基本使用料の減免を行うことにより、負担軽減を図

る。
明記予定（HP) ホームページ 公営企業のとりまとめ（水道・下水等） R8当初（地）

5 R7_補正 推奨事業 ○ ○ 物価高騰の影響を受ける自治会の持続可能な運営を支援するため。 ○ 自治会支援事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ④消費下支え等を通じた生活者支援  16,900  16,900  16,900  -  -

①物価高騰の影響を受ける自治会の持続可能な運営を支援するため、自治会に対して助成を行うもの。

②自治会活動を支援するための給付金

③基本給付額：@50千×125自治会＝6,250千円

　 加算給付額：@150千×71集会所＝10,650千円

④当該年度の城陽市自治会活動助成金を申請している自治会

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.7 R8.7 自治会へ給付金を支給することで持続可能な自治会運営を支援する。 明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

6 R7_補正 推奨事業 ○ ○ 物価高騰の影響を受ける市民の負担を軽減するため。 ○ エコ・アクション・ポイント事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ⑤省エネ家電等への買い換え促進による生活者支援  695  564  564  131  264

①物価高騰の影響を受ける市民の負担を軽減するため、エコ・アクション・ポイント事業を推進するもの。

②エコ・アクション・ポイント事業に係るシステム利用料及び省エネ製品の購入に係るポイント付与に対する委託料

③委託料695,000円

　うち、システム利用料 264,000円

　　　　 省エネ製品購入に係るポイント分 300,000円

　　　　 その他 131,000円

④市民

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3 ポイント付与件数　300件 明記予定（HP) ホームページ 省エネ家電買い替え等 R8当初（地）

7 R7_補正 推奨事業 ○ ○ 物価高騰の影響を受ける市民の負担を軽減するため。 ○ 証明書コンビニ交付減免事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ④消費下支え等を通じた生活者支援  7,295  7,295  7,295  -  1,979

①物価高騰の影響を受ける市民の負担を軽減するため、マイナンバーカードによるコンビニ交付サービスの発行手数料の減免を行うもの。

②コンビニ交付の減額に係るシステム改修費及び手数料の減収分の補填等

③委託料1,843千円、人件費136千円、手数料減収分の補填5,316千円

④市民

－ － － － R8.3 議決 R8.7 R8.10 R9.3 コンビニ交付手数料の減額により、物価高騰の影響を受ける市民の負担を軽減する。 明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

8 R7_補正 推奨事業 ○ ○ エネルギー価格高騰をはじめとする物価高騰の影響を受ける障がい者福祉施設等事業者の運営を支援するため。 ○ 障がい者施設等物価高騰対策支援事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援  17,653  17,653  17,653  -  -

①エネルギー価格高騰をはじめとする物価高騰の影響を受ける障がい者福祉施設等事業者の運営を支援するため、支援給付金の給付を行うもの。

②障がい者施設等における光熱費及び食材料費への補助金

③

（光熱費）

通所系：＠4,000×1,153人（定員）＝4,612,000円

入所・居住系：＠7,000×540人（定員）＝3,780,000円

訪問・相談系：＠39,000×38カ所＝1,482,000円

　

（食材料費）

通所系：＠3,000×1,153人（定員）＝3,459,000円

入所・居住系：＠8,000×540人（定員）＝4,320,000円

計：17,653,000円

④市内障がい者施設等を運営する事業者

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.5 R8.10 障がい者施設等におけるエネルギー価格や食品価格の高騰による負担を軽減することで、安定的なサービス提供に繋げる。 明記予定（HP) ホームページ 障害福祉サービス事業所・施設等 R8当初（地）

9 R7_補正 推奨事業 ○ ○ エネルギー価格高騰をはじめとする物価高騰の影響を受ける高齢者施設等事業者の運営を支援するため。 ○ 高齢者施設等物価高騰対策支援事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援  25,904  25,904  25,904  -  -

①エネルギー価格高騰をはじめとする物価高騰の影響を受ける高齢者施設等事業者の運営を支援するため、支援給付金の給付を行うもの。

②高齢者施設等における光熱費及び食材料費への補助金

③

（光熱費）

通所系：@4,000×731人（定員）＝2,924,000円

入所系：@7,000×1,053人（定員）＝7,371,000円

訪問系：@39,000×128か所＝4,992,000円

（食材料費）

通所系：@3,000×731人（定員）＝2,193,000円

入所系：@8,000×1,053人（定員）＝8,424,000円

計：25,904,000円

④市内高齢者施設等を運営する事業者

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.5 R8.10 高齢者施設等におけるエネルギー価格や食品価格の高騰による負担を軽減することで、安定的なサービス提供に繋げる。 明記予定（HP) ホームページ 介護サービス事業所・施設等 R8当初（地）

10 R7_補正 推奨事業 ○ ○ エネルギー価格高騰をはじめとする物価高騰の影響を受ける民間保育施設等事業者の運営を支援するため。 ○ 民間保育施設等物価高騰対策支援事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援  9,811  9,811  9,811  -  -

①エネルギー価格高騰をはじめとする物価高騰の影響を受ける民間保育施設等事業者の運営を支援するため、支援給付金の給付を行うもの。

②民間保育施設等における光熱費及び食材料費への補助金

③

（光熱費）

通所系：@4,000×1,423人（定員）＝5,692,000円

（食材料費）

通所系：@3,000×1,373人（定員）＝4,119,000円

計：9,811,000円

④市内民間保育施設等を運営する事業者

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.5 R8.10 民間保育施設等におけるエネルギー価格や食品価格の高騰による負担を軽減することで、安定的なサービス提供に繋げる。 明記予定（HP) ホームページ 保育所・幼稚園・認定こども園等 R8当初（地）

11 R7_補正 推奨事業 ○ ○ 物価高騰の影響を受ける市内中小企業に対する伴走支援を行う商工会議所を支援するため。 ○ 中小企業支援事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ⑨中小企業等に対するエネルギー価格高騰対策支援  23,819  23,819  23,819  -  -

①物価高騰の影響を受ける市内中小企業に対する伴走支援を行う商工会議所に対して補助金を交付するもの。

②商工会議所が行う小規模事業者の経営又は技術の改善発達のための事業及び商工業の振興と安定を図るための事業に対し、その事業の経費に要する一部についての補給及び産業まつり事業費のうち会場使用料相当分の補助金

③

京都府小規模事業経営支援事業費補助金額の1/2相当額　46,407,390円×1/2× = 23,203,695円

産業まつり事業費のうち会場使用料相当分　615,057円

計： 23,818,752円

④城陽市商工会議所

○ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3
城陽商工会議所に対し、約23,819千円の補助金を支給することで、商工会議所が行う小規模事業者の経営又は技術の改善発達のための事業及び商工業

の振興と安定を図る。
明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

12 R7_補正 推奨事業 ○ ○ 物価高騰の影響を受ける市内中小企業に対して支援するため。 ○ 中小企業低利融資支援事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ⑨中小企業等に対するエネルギー価格高騰対策支援  36,107  36,107  36,107  -  -

①物価高騰の影響を受ける市内中小企業に対して、市制度融資の利子を補給するもの。

②市内中小企業者の負担を軽減するため、2年間の支払利子を全額補給する補助金

③利子補給額：36,107千円（≒融資枠20,000千円×利息1.3％）、想定件数138件

④市内中小企業

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3 物価高騰の影響を受ける市内中小企業に対し、市制度融資について、138件の利子補給を行うことで、市内中小企業者の負担を軽減する。 明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

13 R7_補正 推奨事業 ○ ○ 物価高騰の影響を受ける市内中小企業に対して支援するため。 ○ 小規模事業者経営改善融資支援事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ⑨中小企業等に対するエネルギー価格高騰対策支援  4,542  4,542  4,542  -  -

①物価高騰の影響を受ける市内中小企業に対して、日本政策金融公庫の小規模事業者経営改善融資の利子を補給するもの。

②経営に支障が生じている事業者への利子補給に係る費用

③利子補給額：4,542千円（≒融資枠20,000千円×利息1.3％）、想定件数16件

④市内中小企業

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3
物価高騰の影響を受ける市内中小企業に対し、日本政策金融公庫の小規模事業者経営改善融資について、16件分の利子補給を行うことで、経営に支障が

生じている事業者を支援する。
明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

14 R7_補正 推奨事業 ○ ○ 物価高騰の影響を受ける市内中小企業に対して支援するため。 ○ 保証料補給業務委託事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ⑨中小企業等に対するエネルギー価格高騰対策支援  13,830  13,830  13,830  -  -

①物価高騰の影響を受ける市内中小企業に対して、市制度融資の保証料を補給するもの。

②市内中小企業者の負担を軽減するため、信用保証料を2分の1を補給する補助金

③マル城融資(R4～R7年度の4ヵ年平均) 13,769,866円＋府融資(R4～R7年度の4ヵ年平均) 59,375円＝13,829,241円

④市内中小企業

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3 物価高騰の影響を受ける市内中小企業に対し、市制度融資の保証料について、147件分の保証料補給を行うことで、市内中小企業者の負担を軽減する。 明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

15 R7_補正 推奨事業 ○ ○ 物価高騰の影響を受ける市内中小企業に対して支援するため。 ○ 特定退職金共済事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ⑨中小企業等に対するエネルギー価格高騰対策支援  744  744  744  -  -

①物価高騰の影響を受ける市内中小企業に対して、退職金共済掛金の一部に補助金を交付するもの。

②城陽商工会議所が実施する共済制度に加入する中小企業者に対し、その者が負担する掛け金の一部に対する補助金

③（723,900円(R4)＋746,200円(R5)＋761,000円(R6)）÷3＝743,700円

④市内中小企業

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R9.2 R9.3
物価高騰の影響を受ける市内中小企業に対して、退職金共済掛金の一部について、35件分の補助金を交付することで、市内中小企業者の負担を軽減す

る。
明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

16 R7_補正 推奨事業 ○ ○ エネルギー価格高騰の影響を受ける市内商店街に対して支援するため。 ○ 商店街電気料金補助事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ⑨中小企業等に対するエネルギー価格高騰対策支援  814  814  814  -  -

①エネルギー価格高騰の影響を受ける市内商店街が支払う街灯電気代に対して補助金を交付するもの。

②市内商店街が支払う街灯電気代に対する補助金

③（893,009円(R4)＋943,656円(R5)＋605,280円(R6)）÷3＝813,981円

④市内商店街

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3 エネルギー価格高騰の影響を受ける市内商店街が支払う街灯電気代に対して、7件分の補助金を交付することで、市内商店街の負担を軽減する。 明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

17 R7_補正 推奨事業 ○ ○ 物価高騰の影響を受ける土地改良区等を支援するため。 ○ 土地改良事業費補助金事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ⑧農林水産業における物価高騰対策支援  2,684  2,684  2,684  -  -

①物価高騰の影響を受ける土地改良区等を支援するため、補助金の給付を行うもの。

②揚水施設等の新設・更新に対する補助金

③補助金（12件）2,684,000円（助成対象経費の40％以内）

④土地改良区等

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3 土地改良区等が管理する揚水施設等の新設・更新　　12件に対し、2,684,000円を補助することで負担軽減を図る。 明記予定（HP) ホームページ 農林水産・食品分野 農業水利施設 R8当初（地）

18 R7_補正 推奨事業 ○ ○ 物価高騰の影響を受ける農業者を支援するため。 ○ 良質米生産支援事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ⑧農林水産業における物価高騰対策支援  1,104  1,104  1,104  -  -

①物価高騰の影響を受ける農業者を支援するため、補助金の給付を行うもの。

②生産米の品質向上に前向きに取り組む生産農家に対する補助金

③１等米1,241袋×500円/袋＋２等米2,413袋×200円＝1,103,100円

④生産農家（JAとりまとめ）

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3
エネルギー価格高騰の影響を受ける生産米の品質向上に前向きに取り組む生産農家に対し、1等米1,241袋分及び2等米2,413袋分を支援し、負担軽減を図

る。
明記予定（HP) ホームページ 農林水産・食品分野 農業経営 R8当初（地）

19 R7_補正 推奨事業 ○ ○ イチジクスタンプラリーを通じて、物価高騰の影響を受ける消費者と農業者を支援するため。 ○ イチジク振興事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ⑧農林水産業における物価高騰対策支援  670  670  670  -  500

①イチジクスタンプラリーを通じて、物価高騰の影響を受ける消費者と農業者を支援する。

②イチジクの振興に係る委託料及び報償費

③イチジクスタンプラリー２０２６実施に係る業務委託料500,000円、報償費170,000円

④市民及び農業者

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3 エネルギー価格高騰の影響を受ける農業者等を支援するため、イチジクスタンプラリー２０２６を実施し、販路拡大や市内飲食店での消費喚起を図る。 明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

20 R7_補正 推奨事業 ○ ○ 物価高騰の影響を受ける認定農業者等が特産物を生産するために必要な機械、雇用環境構築、直売所の環境整備等の支援を行うため。 ○ 特産物生産おうえん補助金事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ⑧農林水産業における物価高騰対策支援  40,000  40,000  40,000  -  -

①物価高騰の影響を受ける認定農業者等が特産物を生産するために必要な機械、雇用環境構築、直売所の環境整備等の支援を行うもの。

②本市特産物の生産振興に係る補助金

③上限１００万円×４０件

④認定農業者等

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3 エネルギー価格高騰の影響を受ける本市特産物を生産している農家に対し、40,000,000円（上限1,000,000円×40件）を補助することで負担軽減を図る。 明記予定（HP) ホームページ 農林水産・食品分野 農業経営 R8当初（地）

21 R7_補正 推奨事業 ○ ○ エネルギー価格高騰の影響を受ける地域公共交通事業者を支援するため。 ○ 地域公共交通の確保に係る実証事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ⑩地域公共交通・物流や地域観光業等に対する支援  7,213  7,213  7,213  -  433

①エネルギー価格高騰により地域公共交通事業者を取り巻く経営環境が厳しさを増している中、地域に不可欠な交通手段の確保が課題となっている。そのような中、市民の移動ニーズ等を把握するため、久世、古川・久津川、青谷の３地域において乗

合タクシーによる実証実験を行うとともに、地域公共交通事業者に対し、当該実証実験の実施に伴い必要となる費用の支援を行うもの。

②乗合タクシー運行業務委託料及び乗合タクシーの運行に係る停留所標柱・マグネットシートの購入費

③ジャンボタクシー運行費用 5,381千円

停留所標柱購入 1,267千円

車両マグネットシート購入 132千円

正規職員の時間外手当　433千円

④乗合タクシー運行事業者等

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.11 R9.3 交通手段の確保を目的とし、ニーズ調査を行う実証運行において、運行経費等の支援を行うことで、運行事業者の負担を軽減する。 明記予定（HP) ホームページ 運輸交通・物流・観光事業者 R8当初（地）

22 R7_補正 推奨事業 ○ ○ 物価高騰の影響受ける保護者の負担増加を回避するため。 ○ 給食食材価格高騰対策事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ①食料品の物価高騰に対する特別加算 ③物価高騰に伴う子育て世帯支援  33,209  33,209  33,209  -  -

①安心・安全で美味しい給食を提供していくため、基幹物資（米・パン・牛乳）及び一般物資について価格高騰相当額を支援し、給食の内容低下と保護者負担の増加を回避するもの（教職員分除く）。

②③

幼稚園給食　材料費

139,000円（米84,067円、パン3,503円、一般物資51,430円）

学校給食　材料費

3,307,000円（米13,333,824円、パン625,023円、牛乳6,875,253円、一般物資12,235,900円）

④市内小中学生に通学する生徒の保護者及び市立幼稚園に通園する児童の保護者

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3
市内小学校（小学校10校）の給食費について、保護者負担を0円と市、市内中学校（中学校5校）及び市立幼稚園1園の給食費について、保護者負担となる増

額分を0円とする。
明記予定（HP) ホームページ 給食 R8当初（地）

23 R7_補正 推奨事業 ○ ○ エネルギー価格高騰の影響を受ける、直接住民の用に供する施設として市民等に多く利用されている総合運動公園等の管理運営事業者を支援するため。 ○ 総合運動公園等LED化事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価高への対応 ○ ⑪推奨事業メニュー例よりも更に効果があると判断する地方単独事業

本事業は、エネルギー価格高騰の影響を受ける、直接住民の用に供する施設として市民等に多く利用されている総合運動公園等の管理運営事業者を支援するため、照明のLED化により

エネルギー経費の低減を図る事業に対し、補助金を交付するものである。

これにより、施設の管理運営事業者の負担軽減を図るとともに、安定的な施設運営及び市民サービスの維持・向上にも寄与することから、臨時交付金の充当が必要である。

 70,000  70,000  70,000  -  -

①エネルギー価格高騰の影響を受ける、直接住民の用に供する施設として市民等に多く利用されている総合運動公園等の管理運営事業者を支援するため、照明のLED化によりエネルギー経費の低減を図る事業に対し、補助金を交付するもの。

②LED改修に係る補助金

③総合運動公園：64,000千円、市民運動広場：6,000千円

④管理運営事業者

○ － － － R8.3 議決 R8.5 R8.6 R9.2 補助金を活用して照明のLED化を推進し、エネルギー負担の軽減を図ることで、施設の継続的な運営を確保する。 明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

成果目標（可能な限り定量的指標を設定）事業始期 国の重点支援地方交付金が活用されている旨の明記

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①　（令和7年度本省繰越分）

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

小計　交付限度額（R7経済対策分）

                                                                                                                                                                                                                                                             -

                                                                                                                                                                                                                                                             -

エラー（自治体名記載不備）

実施状況の公表等について

(HP、広報誌など）

455,605                                                                                                                                                                                                                                                       
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

にかかる交付対象経費

メールアドレス seisakukikaku@city.joyo.lg.jp

電話番号

令和8年度既配分額

国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①
交付対象経費(地方単独事業費)

（R7経済対策分）

北岡　慧悟

                                              462,163

都道府県・市町村コード（５桁）

都道府県区分

38,411                                                                                                                                                                                                                                                        

455,605                                                                                                                                                                                                                                                       

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の

影響を受けた生活者等に対して事業の効

果が直接及ぶ

Ｎｏ
臨時の措置であることが分かる事業名称

としている

国

の

予

算

年

度

事業終期基金個人を対象とした給付金等特定事業者等支援 商品券等活用事業 予算化時期物価高騰対策と整理する根拠・理由 推奨事業メニュー ※推奨事業メニュー①について、

②～④にも関連する場合は、N～P列に追加で選択してください。
予算化の

方法

Ｂ
※参考

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

令和8 年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費に臨時交付金を充当していな

い
枠

企画管理部政策企画課担当部局課名

26207

【26_京都府】

26207_京都府城陽市

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効果があると判断する地方単独事業」を選択した場合の、より効果があると考える理由
交付対象事業の名称 経済対策等との関係 総事業費

（単位：千円）

C

支援開始

時期

地方公共団体名（コード有り）

担当者氏名

                                                33,209（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交付限度額を上限として参

考表記

0774-56-4058

備考1

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の通知の発出状況に定義されてい

る対象分野)

備考２

「農林水産・食品分野」

「中小企業・小規模事業者の賃上げ環境整備」

における細分化項目

自治体での予算区分


